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配合飼料価格差補塡数量契約書





（以下「甲」という。）と畜産経営者（以下「乙」という。）は、令和　　年　　月　　日付け配合飼料価格差補塡基本契約書（以下「基本契約」という。）に基づき、次のとおり契約する。

（契約対象数量）

第１条　令和　　年4月1日から令和　　年3月31日までの1年間において基本契約の対象とする一般社団法人全国畜産配合飼料価格安定基金（以下「畜産基金」という。）業務方法書第7条の配合飼料の四半期別の数量は、別表のとおりとする。
（契約の解除等）
第２条　甲は、乙が故意又は重大な過失によりこの契約又は基本契約に違反したときは、この契約を解除することができるものとする。この場合において、乙は、この契約の残余の期間において納入すべき通常補塡積立金の額に相当する金額を甲に納入しなければならない。

２　乙は、甲がやむを得ない事由があると認めた場合に限り、この契約の残余の期間において納入すべき通常補塡積立金の額に相当する金額を甲に納入して、この契約を解除又は変更することができる。ただし、第1条の規定による契約対象数量の変更については、災害の発生その他特別な事由があるか、畜産基金による第3四半期からの基金間移動の承認がなければならない。
３　甲および乙は、現在および将来において、次の事項について表明し保証する。

（1）暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係団体・関係者、またはその他の反社会的勢力に該当する者（以下、「暴力団等」という）ではないこと

（2）暴力団等が、その名目を問わず資金提供や出資を行い、その事業活動を支配するものではないこと

（3）甲または乙の事業を支配する者または事業を監査する者が暴力団等ではないこと

（4）暴力団等をその業務に従事させ、またはその業務の補助者として使用するものではないこと

４　甲または乙が前項各号に違反する場合、あるいは甲または乙（それらの役職員を含む）が次の各号に該当した場合には、当該甲または乙の一切の債務は当然に期限の利益を失い、相手方の請求に応ずるものとし、かつ相手方はこの契約またはこの契約に基づく各取引の全部もしくは一部を解除することができる。

（1）自らまたは第三者を利用して、相手方に対して、詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いた場合

（2）相手方に対して、自らが暴力団等である旨を伝え、または関係団体もしくは関係者が暴力団等である旨を伝えた場合
（個人情報の保護）
第３条　乙は、甲に本契約に関する個人情報を提供する。甲が取り扱う個人情報の利用目的は次のとおりとする。

　（1）配合飼料価格差補塡契約の締結に関する事項
　（2）配合飼料価格差補塡契約の変更及び解約に関する事項
（3）補塡積立金の徴収に関する事項
　（4）配合飼料購入実績数量の報告及び価格差補塡金の受領に関する事項
　（5）業務遂行必要な範囲で行う関係団体等への提供

２　甲は、加入生産者の個人情報について細心の注意を持って管理し、当該個人情報は本契約に関する目的のみに使用するものとする。
（契約の効力）
第４条　この契約は、甲と乙の間の基本契約が解除又は解約された場合には、効力を失うものとする。
（契約対象期間）
第５条　この契約の対象期間は、令和　　年　月1日から令和　　年3月31日までとする。
　上記契約の証として契約書１通を作成し、甲が原本を保有し、乙の要請があれば乙に速やかに写しを渡すものとする。

　令和　　年　　月　　日










　　　　甲　　名　称：





代表者：　　　　
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 乙　　畜産経営者
（様式４の別表Ａ又はＢのとおり）
